第6期第2回　東京地方労働審議会港湾労働部会　議事録（25年2月）
１　日　時　　平成２５年２月２５日（月）１０：００～１１：００
２　場　所　　東京港湾福利厚生センター８Ｆ会議室
３　出席者

（１）公益代表委員　　 安齋委員、関口委員、田付委員、野川委員
（２）労働者代表委員
菊池委員、小林委員、佐藤委員、長谷川委員

（３）使用者代表委員
城田委員、田端委員、鶴岡委員、中山委員、守田委員
（４）専門委員

関東運輸局東京運輸支局　谷田次長

東京都港湾局港湾経営部経営課　上林山課長（代理）
（５）関係機関

一般財団法人港湾労働安定協会東京支部　大石支部長

（６）事務局

東京労働局

清野職業安定部長、藤村職業対策課長、

佐藤職業対策課長補佐、佐藤特別雇用対策係長

品川公共職業安定所　　

髙野所長、齋藤雇用開発部長、泉港湾労働課長

４　議　題

（１）港湾労働法施行状況について
（２）その他
５　議　事
【佐藤職業対策課長補佐】　　大変お待たせしました。ただいまから第６期第２回東京地方労働審議会港湾労働部会を開催いたします。

　私は、当部会の進行を務めさせていただきます職業対策課の佐藤と申します。どうぞよろしくお願いいたします。

　議事に入ります前に、当審議会の運営に関しまして説明させていただきます。

　既にご案内のとおり、国の審議会は原則公開することとされておりまして、この部会も公開対象となっております。したがいまして、審議会の港湾労働部会は傍聴できること、また議事録及び資料も公開の対象となっております。

　また、さきの第２期第２回港湾労働部会において、「議事録における発言者の公開」について承認され、今期も発言者の公開がされることとなります。あらかじめご承知いただきたいと思います。どうぞよろしくお願いいたします。

　それでは、部会の開催に当たりまして、東京労働局職業安定部長の清野からご挨拶申し上げます。

【清野職業安定部長】　　皆様、おはようございます。ただいま紹介がありました東京労働局職業安定部の清野でございます。

　本日は、委員の皆様には大変お忙しい中ご出席を賜り、心より感謝申し上げます。また、日ごろから私ども職業安定行政の業務運営に格別のご理解とご協力を賜っておりますことに、この場をおかりしまして重ねて御礼申し上げます。

　さて、１月の月例経済報告によりますと、我が国の景気の先行きにつきましては、当面は弱さが残るものの、輸出環境の改善や経済対策の効果などを背景に、再び景気回復へ向かうことが期待される。ただし、海外景気の下振れが我が国の景気を下押しするリスクとなっている。また、雇用・所得環境の先行き、デフレの影響等にも注意が必要である。このように言われております。

　また、最近の雇用失業情勢を全国ベースで見ますと、最新の数値が１２月となりますが、完全失業者数は２５９万人、完全失業率４.２％という状況です。リーマンショック直後の平成２１年度の平均でございますが、完全失業者数が３４３万人、完全失業率が５.２％でしたので、相当改善はしてきているという状況でございます。

　よく使われるもう一つの指標の有効求人倍率で見ますと、当時は０.４５倍まで落ち込んでしまいましたが、１２月は０.８２倍まで回復しております。しかしながら、１人の求職者に１人分の求人というのが１倍ということでございますので、残念ながらそこまでは達していないという状況で、仕事探しは依然として大変厳しい状況にありますので、各ハローワークは全力で就職のあっせんに努めているところでございます。

　これからの雇用問題を考えますと、まずは日本の将来を担ってもらわなければならない「若者や女性の雇用対策」、また学校を卒業し社会人となる時期に不況の影響を受け、正社員になれなかったフリーターの者など「非正規雇用対策」、そして生活保護を受給しておりますが、働くことが可能ではないかと思われる方ですとか、生活保護等に陥ってしまうおそれのある方など、いわゆる「生活困窮者対策」がこれからの職業安定行政の大きなテーマになってきております。

　行政に寄せられる国民の皆様からのさまざまな期待に応えていくため、関係団体、関係機関の皆様との連携を一層図りつつ、取り組みの強化に努めていく所存でございますので、これまでにも増してご協力をお願い申し上げます。

　さて、本日は、東京地方労働審議会港湾労働部会にて、港湾労働法の施行状況についてご審議をいただくわけでございますが、東京港は首都圏４,０００万人の生活と産業を支える一大物流拠点として、また世界と日本を結ぶ国際貿易港として我が国の経済活動に重要な役割を果たしているところでございます。近年のアジア諸港の躍進等により、日本の港湾の相対的地位は残念ながら低下していると言わざるを得ません。国際競争力の強化に向け、様々な課題への取り組みが求められていることも皆様ご承知のとおりでございます。

　こうした状況を踏まえまして、私ども職業安定行政といたしましては、東京港が引き続きその機能を十分に発揮していくためには、そこで働く港湾労働者の雇用の安定と福祉の増進が極めて重要であるとの認識に立って、関係機関の皆様との緊密な連携のもと、港湾労働法の遵守の徹底と雇用秩序の維持に向けた取り組みをさらに展開していこうと、平成２１年度から５年間の「港湾雇用安定計画」を立てて取り組んできたところで、来年度が最終年となる状況でございます。

　港湾で働く労働者の皆さんが今まで以上に高い就労意識と意欲を持って頑張っていっていただける、そういう環境づくりのため、ぜひ活発なご議論を賜りますよう重ねてお願い申し上げまして、大変簡単ではございますが、開催に当たっての挨拶とさせていただきます。

　本日はどうぞよろしくお願いいたします。

【佐藤職業対策課長補佐】　　続きまして、本日ご出席の各委員の皆様方をご紹介させていただきます。ご紹介は席次表のとおり、五十音順とさせていただきます。

　まず、公益代表委員からご紹介申し上げます。

　初めに、鬼丸委員の退任に伴い就任されました安齋委員でございます。

【安齋委員】　　よろしくお願いいたします。

【佐藤職業対策課長補佐】　　次に、吉井委員の退任に伴い就任されました関口委員でございます。

【関口委員】　　よろしくお願いいたします。

【佐藤職業対策課長補佐】　　次に、田付委員でございます。

【田付部会長】　　田付でございます。よろしく。

【佐藤職業対策課長補佐】　　同じく、野川委員でございます。

【野川委員】　　野川でございます。

【佐藤職業対策課長補佐】　　なお、原委員は本日所用により欠席でございます。

　次に、労働者代表委員をご紹介申し上げます。

　菊池委員でございます。

【菊池委員】　　よろしくお願いいたします。

【佐藤職業対策課長補佐】　　同じく、小林委員でございます。

【小林委員】　　小林です。よろしくお願いします。

【佐藤職業対策課長補佐】　　同じく、佐藤委員でございます。

【佐藤委員】　　よろしくお願いします。

【佐藤職業対策課長補佐】　　次に、内藤委員の退任に伴い就任されました長谷川委員でございます。

【長谷川委員】　　お願いします。

【佐藤職業対策課長補佐】　　日吉委員でございますが、本日出席のご予定でございますが、まだお越しになっておりません。

【佐藤職業対策課長補佐】　　次に、使用者代表委員をご紹介申し上げます。

　城田委員でございます。

【城田委員】　　城田でございます。よろしくお願いします。

【佐藤職業対策課長補佐】　　同じく、田端委員でございます。

【田端委員】　　田端です。よろしくお願いします。

【佐藤職業対策課長補佐】　　同じく、鶴岡委員でございます。

【鶴岡委員】　　鶴岡でございます。よろしくお願いします。

【佐藤職業対策課長補佐】　　同じく、中山委員でございます。

【中山委員】　　中山です。よろしくお願いします。

【佐藤職業対策課長補佐】　　次に、秋葉委員の退任に伴い就任されました守田委員でございます。

【守田委員】　　守田です。よろしくお願いします。

【佐藤職業対策課長補佐】　　次に、専門委員をご紹介申し上げます。

　初めに、関東運輸局東京運輸支局次長の谷田委員でございます。

【谷田委員】　　谷田でございます。よろしくお願いいたします。

【佐藤職業対策課長補佐】　　次に、東京都港湾局長の多羅尾委員が本日所用により欠席のため、代理でご出席いただきました港湾経営部経営課の上林山課長でございます。

【上林山委員（多羅尾委員代理）】　　上林山でございます。よろしくお願いいたします。

【佐藤職業対策課長補佐】　　なお、東京都産業労働局長の中西委員は、本日所用により欠席でございます。
　次に、関係機関の職員をご紹介申し上げます。

　審議会運営規定第４条３項により、関係機関の一般財団法人港湾労働安定協会東京支部から大石支部長にご出席いただいております。

【大石支部長】　　大石でございます。よろしくお願いいたします。

【佐藤職業対策課長補佐】　　次に、事務局職員を紹介させていただきます。

　改めまして、先ほどご挨拶いたしました東京労働局職業安定部長の清野でございます。

【清野職業安定部長】　　よろしくお願いいたします。

【佐藤職業対策課長補佐】　　同じく、職業対策課長の藤村でございます。

【藤村職業対策課長】　　藤村です。よろしくお願い申し上げます。

【佐藤職業対策課長補佐】　　品川公共職業安定所所長の髙野でございます。

【髙野職業安定所長】　　よろしくお願いいたします。

【佐藤職業対策課長補佐】　　同じく、雇用開発部長の齋藤でございます。

【齋藤雇用開発部長】　　齋藤でございます。よろしくお願いいたします。

【佐藤職業対策課長補佐】　　同じく、港湾労働課長の泉でございます。

【泉港湾労働課長】　　泉でございます。よろしくお願いいたします。

【佐藤職業対策課長補佐】　　以上で紹介を終わらせていただきます。

　では、議事に入ります前に、お手元に配付してございます資料について確認をさせていただきます。

　まず、会議次第でございますが、この中に委員名簿、席次を一緒につけてございます。次に、配付資料１、「東京地方労働審議会港湾労働部会規程集」でございます。本部会の運営は、これらの政令及び規程に基づき運営させていただきます。次に、配付資料２、「東京地方労働審議会港湾労働部会資料」、こちらは次第７、港湾労働法施行状況についての説明の際に使用いたします。また、参考資料として労働統計、作業統計、年度別・月別の港湾荷役の業務取扱状況を添付してございます。

　以上、配付資料は２種類でございます。

　それでは、議事に入らせていただきます。これからの議事進行につきましては、田付部会長にお願いしたいと思います。

　田付部会長、よろしくお願いいたします。

【田付部会長】　　それでは、本日はお寒い中、朝早くからご参集いただきましてありがとうございました。これから審議会を始めたいと思いますので、よろしくお願いいたします。

　それでは、議事を始めます前に、事務局から定数の確認状況をお知らせいただきたいのですが、よろしくお願いします。

【佐藤職業対策課長補佐】　　それでは、本日の委員の出席状況をご報告させていただきます。公益代表・労働者代表・使用者代表それぞれ定数の３分の１以上の出席をいただいておりまして、地方労働審議会令第８条の規程を充たしていることをご報告いたします。

【田付部会長】　　ありがとうございました。

　では、次に今回の議事録の署名委員につきまして、労働者代表は佐藤委員にお願いしたいのですが、よろしくお願いします。使用者代表については中山委員、よろしくお願いします。

　それでは、議事に入ります。

　それぞれお立場を代表なされてご意見をいただきますとともに、活発な意見を述べていただきたい、なおかつ議事運営が円滑に進みますようにご協力お願いいたします。

　本日の議題は港湾労働法の施行状況についてです。

　初めに、事務局からご説明をよろしくお願いいたします。

【藤村職業対策課長】　　それでは、事務局を代表いたしまして、改めまして私、東京労働局職業安定部職業対策課長の藤村でございます。改めまして、委員の皆様方には港湾労働対策の運営に当たりまして格別のご理解、ご協力を賜りましてお礼申し上げます。座って説明をさせていただきます。

　それでは、私の事務局のほうからの説明としては配付資料１と２なのですが、１のほうは先ほど司会からご説明がありました当労働部会の政令、あるいは規程ということで、最終ページにこの港湾労働部会の運営規程という形で締めくくっておりますので、委員の皆様は後ほど改めてご確認をお願い申し上げます。

　それでは、私からは配付資料２、１枚めくっていただきまして、目次をご覧いただきたいと思います。

　私、事務局からは、１点目の常用港湾労働者就労状況、それと東京港港湾労働者作業別就労状況を中心にご説明をさせていただきます。その後、２３年度と２４年度の港湾労働者派遣業務取扱状況につきまして、一般財団法人港湾労働安定協会の東京支部、大石支部長からご説明をいただく予定になっております。よろしくお願い申し上げます。

　１枚めくっていただきまして、１ページをご説明いたします。

　こちらは東京港での常用港湾労働者就労状況つきまして、平成１９年度から直近の２４年、昨年の１２月まで示してございます。常用港湾労働者とは、ここは期間の定めなく雇用されている港湾労働者はもちろんでございますが、２カ月を超えての期間を定めている労働者も含まれております。また、直近の２月１５日現在、東京港で港湾労働法の適用を受けている企業１４６社ということになります。この企業の常用労働者として船内作業、あるいは沿岸・倉庫作業などの港湾荷役につきましての労働者の就労状況がこの表でございます。

　一部詳細をご説明申し上げますが、まず１欄、ここが港湾労働者証を所持している常用労働者数ということで、ご覧のように、各年度とも前年比で増加を示してまいりましたが、平成２４年８月以降、前年同月を下回ってきているというのが１つの状況でございます。

　このうち、実際に就労した人員がこの２欄、就労実人員ということになります。ここは平成２２年度に、ご覧のように月平均４,０００人を超えてまいりまして、以降微増ながらも増加傾向を示しております。現在で４,０８６人というのが直近１２月の数字ということで、港湾作業に精励しているという状況でございます。

　次の３欄、ここが就労延数ということで、港湾荷役の特徴といたしまして、荷役量が日によって増減する、いわゆる波動性があるものの、一番下をご覧いただきますと、２４年度月平均で８万９７０日ということで、前年同期比３.１％の増加という数字でございます。ここは先ほどご説明した２欄の実人員が変わらずに、就労延数が若干の増加を示しているということが一つの特徴になります。

　就労延数のうち、荷役別というのが４欄から６欄まで、ここが船内、沿岸・倉庫、その他のはしけ、いかだ、あるいは運送などの各状況を示しているということでございます。

　最後に一番右側、ここの７欄、平均就労日数ということでございますが、ここは一番下をご覧いただきますと、２４年平均で、まだ中途、１２月までしか数字が入っていませんが、１９.９日。前年同期ここが１９.３日でございましたので、コンマ６上回ってきている状況でございます。

　数字の説明ばかりということではないのですが、数字にはないことを少しご説明申し上げますが、参考までにということになるのですが、事業主の方がハローワークに提出する港湾労働者の雇用届をもとに、常用労働者の年齢別構成を見ますと、昨年の１２月末現在で５０歳以上の占める割合が２５％、一方で３０歳未満の割合、若年層が１７％という状況でございまして、この割合は一昨年、２３年１２月の率と比べますと、５０歳以上の割合が減少、一方で３０歳未満若年層の割合は増加を示しているというのも一つの特徴でございます。今後も、東京港における将来の担い手である若年者層の確保と育成は、港湾労働における課題であるのではないかと思われます。

　また、港湾労働者の雇用の安定を図りまして、港湾労働を魅力あるものとすることや、技術革新の進展、こういったところを受けますと、港湾労働を取り巻く環境の変化であるとか、時代のニーズに対応した技能労働者の育成も急務であるのではないかと考えております。

　以上が１ページのご説明になります。

　続きまして、２ページをお開けいただきたいと思います。この表は、東京港で働く港湾労働者の就労状況を示しております。

　まず、港湾労働法あるいは港湾雇用安定計画の趣旨から幾つか申し上げますと、各雇用形態で働く労働者の合計を一番左側①の就労延日数というところで示してございます。その内訳といたしましては、２欄、企業常用労働者以降で示している状況であります。

　ここは港湾運送の分野におきましては、高度な技術・技能を有する労働者をより積極的に確保していく方策が求められておりまして、港湾労働者につきましては常用雇用いたしまして、計画的な教育訓練を行うことによって、高度な技術・技能を有する労働者を育成していくことが重要であると考えます。

　いわゆる各事業主に雇用される常用労働者による作業を原則としながら、港湾運送の波動性に対応した企業外の労働力につきましては、まず３欄、港湾労働者派遣制度に基づいた派遣を活用いただく。必要な労働力を確保できない場合には、４欄、ハローワークの紹介による日雇労働者の雇い入れ、さらにその紹介が受けられない場合は、５欄、ここが例外的に日雇労働者の直接雇用が認められているところでございます。

　こうしたことから、少し数字を追いかけます。一番左側の就労延数、ずっと下のほうを追いかけていただくと、下から２段目、平成２４年度の１２月末まで９カ月間、ここで就労延日数が７５万１,３７８日。このうち②、企業常用雇用労働者が全就労延数比で９７％というパーセンテージでございまして、ここはかなり高率ではないかと。企業内の常用労働者によって港湾作業が行われていると考えております。港湾労働法に基づく安定した雇用関係による健全な運営というのが、ある一定程度ここは定着しているものと私どもは認識しております。９７％ということで、残りの３％が企業外労働力、派遣、あるいは日雇いということになります。

　すみませんが、後ろの１１ページをお開けいただけますでしょうか。

　ここの１１ページはその３％を占めます企業外労働力の内訳ということで、派遣・安定所紹介・直接雇用というのをグラフで示した資料でございまして、下の横長の表をご覧いただきますと、一番下になりますが、企業外の労働力の内訳として、中でも直接雇用の割合が高い。平成１８年度以降、ご覧のように９割前後を占めまして、安定所紹介、港湾労働者派遣の順という状況でございます。先ほどからお伝え申し上げているとおり、繰り返しとなりますけれども、常用労働者以外で作業をする場合というのは例外的に日雇労働者の直接雇用が認められています。

　こうした状況を踏まえまして、今後とも私ども行政といたしましても、各事業主の皆様に対しまして港湾労働者の派遣制度の利用促進を引き続き働きかけていく必要があると考えております。

　資料のほうを少し戻っていただきますと、３ページから８ページが先ほど２ページ目でご説明申し上げました全作業の内訳ということになります。こちらは各委員の皆様には後ほどご覧いただければと思います。

　資料の説明は全部説明していますと時間がないので、ここら辺でとめておきます。今後も港湾労働法に基づきまして、東京港における雇用、秩序の維持及び港湾労働者の雇用安定や福祉の増進を図るという趣旨の達成に向けまして、引き続き関東運輸局、あるいは東京都港湾局、港湾労働安定協会東京支部、事業主団体の皆様、労働組合の皆様など、私どもといたしましても関係機関や団体と有機的な連携をとっていきたいと思っております。今後とも皆様のご協力を申し上げまして、私の説明とさせていただきます。ありがとうございます。

【田付部会長】　　どうもありがとうございました。

　では、続きまして、先ほど藤村課長からご案内がありましたように、派遣事業の業務取扱状況につきまして、大石支部長からよろしくお願いします。

【大石支部長】　　一般財団法人港湾労働安定協会東京支部東京港湾労働者雇用安定センターの大石でございます。よろしくお願いを申し上げます。

　私からは、当センターで取り扱っております派遣の状況につきましてご説明させていただきます。

　資料は、配付資料２の９ページと１０ページでございます。９ページは２３年度の１年間の数字でございまして、１０ページは２４年度の取扱状況でございます。この１０ページの２４年度の数字に基づきまして、本日は説明をさせていただきたいと思っております。

　まず、１０ページの上のほうの表でございますけれども、これは４月からの月別の取扱状況を示してございます。下の表につきましては、年度別の月平均の状況でございます。

　項目でございますが、それぞれ上の表、下の表も同じものでございます。まず、上の表の１２月の数字に基づいてご説明をさせていただきます。

　まず、一番左の欄の事業所実数でございますが、こちらは派遣元の事業所数でございまして、派遣の許可をとられております事業所の数でございます。１２月現在、東京港１４５社の港湾適用店社がございますが、そのうち３５の事業所が派遣の許可をとられているということでございます。さらに、その３５社のうち、２社は神奈川で許可をとられておりますので、東京で許可をとられているのは３３事業所ということになります。

　その右側、対象労働者数でございますが、これは３５の事業所で派遣労働の対象となった方でございまして、２４年１２月現在、６５７名という状況でございます。２４年１２月末現在の常用港湾労働者数、先ほどの労働局の資料にもございましたが、４,５３９名ということでございまして、そのうちの１４.５％、６５７名が派遣対象労働者ということになります。昨年より若干微増の状況になっております。

　次のくくりのあっ旋申込の状況でございますけれども、この３つの項目は当センターにあっ旋申込、求人をいただいた事業所の状況でございます。

　まず、あっ旋申込の事業所でございますが、１２月は２２事業所でございます。内訳は東京の事業所が１２で、横浜の事業所が８という状況になっております。求人件数が８８９件で、求人数が３,３５３名という状況になっておりますが、この３,３５３名のうち、横浜店社からの申し込みが約３６％、１,２０９名ございます。

　これをもとにいたしまして、当センターでは派遣のあっせんを行っているわけでございますが、その隣の右のくくりがあっ旋状況になっております。

　まず、あっ旋状況欄の一番左のほうでございますが、あっ旋申込８８９件、３,３５３名に対しまして２１件、４５名のあっせんを行っているところでございます。これは実績でございます。東京の事業所だけで見ますと、３,３５３名から横浜店社からの申し込み１,２０９名を除いた東京店社への申し込みが２,１４４名ということになりますので、それと４５名を比較いたしますと、成功率が２.１％という状況になっております。

　次に派遣元事業所数でございます。こちらは何社から派遣労働者を出したという数字でございますが、１２月は２社から横の実人員１３名が延べで４５日派遣されたという状況になっております。

　一番右側にございます派遣先事業所数でございますが、こちらは派遣労働者を受け入れた事業所数ということで、実績として２社という状況になっております。

　その下の年度別の表につきましても、同じ項目で年度別に月平均を記載しております。後ほどご覧いただければと思っております。

　以上、簡単でございますけれども、当センターの取扱状況について説明させていただきました。

　当センターといたしましても、派遣制度の趣旨をご理解いただく中で派遣制度の積極的な活用が図れるように取り組んでまいりたいと思っております。今後とも皆様方のご協力をよろしくお願い申し上げます。

【田付部会長】　　ありがとうございました。

　それでは、今までのご説明に対してご質問、ご意見ありましたら。野川先生。

【野川委員】　　派遣についてお伺いしたいのですが、これは陸の派遣法とともに港湾労働者というのは少し特別な存在で、陸上の一般の労働者法制と海上労働者の法制との間にあるような存在で、しかし派遣についてはかなり早くから滑り出しておりますが、現在のお伺いした数字、事実はわかったのですが、これをどう評価され、どのような点に課題があるとお考えなのでしょうか。

　つまり数字を見ますと、若干減りぎみであるということですよね。現在の全体の労働情勢から見ると、派遣というのはもう少し活用されているのかなという印象もあったのですが、必ずしもそうでもない。これが通常の需給関係に合った推移であるというのであれば問題ないのですが、そうではなくて、制度が十分に普及していないという課題として受けとめられる面があるのかどうかといったことについて少しお伺いしたいと思いますが、いかがでしょうか。

【田付部会長】　　それでは、藤村さん、よろしくお願いします。

【藤村職業対策課長】　　先に説明しましたので、私のほうから説明させていただきます。

　今、野川先生からご案内がありましたとおり、この派遣は実は私のほうで再三説明したように、まずは常用労働者と。その企業外の労働力として派遣制度というのを活用していく。ここの派遣も常用労働者というふうに考えております。

　そうした中、この港湾雇用安定計画というのは２５年度まで進めていまして、そこが大きな柱となっております。実は６大港の状況を見ますと、先ほど東京の常用労働者が９７％というご説明を申し上げましたが、６大港平均で常用労働者のパーセンテージというのは９６.４％となっております。今、お話の派遣というのは０.４％と。実はここら辺を考えると、６大港のうち名古屋、大阪、神戸が９８％を超える率で常用労働者を雇用していながら、派遣労働者が０.２％から０.５％ということで、非常に高い率を示しているということになります。

　ただ、２年前のリーマンショック後、各店社、事業主とも港湾労働に対しては景気の変動、あるいは波動性をまともに受けたということもありまして、東京港の労使が一体となって雇用の改善に努力しているというふうに我々も実態を踏まえておりますので、ここは雇用秩序の全体を混乱させないために、引き続き私どもの行政といたしましても、常用あるいは派遣制度の周知を強めていきたいと考えております。

【大石支部長】　　野川委員のご質問に直接お答えが当たっているかどうか少しわかりませんけれども、例えば私どもでいただいておりますあっせん申し込みの求人数でございますが、ここ２０年度以降、毎年右肩上がりで若干伸びてきておりますが、今年度１２月までの数字を見てまいりますと、昨年の１２月末現在の合計数と比較しますと、今年度は若干下回っている状況にございまして、その中で特に大きな要因としては沿岸作業と船内作業のあっせん申し込みが前年と比べますと大きくマイナス、ここへ来て今、７、８％ずつそれぞれマイナスになっているところが原因となっておりまして、申し込み数全体が若干落ちているというところがございます。東京港全体の荷動きの状況というのは多分微増の状況かとは思うのでございますが、その中で沿岸の部分が、どちらかというと本体の港湾荷役が落ちているところが少し気になるところでございます。

　あくまでも私の推測でございますが、１つは、東京港はコンテナ中心でございますので、従来の在来船のばら積みがコンテナ化で、作業の効率化といった観点で少しずつそちらに移る中で、従来型の船内作業が減少しているところが、今回のあっせんの減少につながっているのではないかと思っております。

【野川委員】　　ありがとうございました。特にそういった事実の推移に伴って、自然な推移として派遣労働者のあっせんであるとか、また全体の数が増えたり減ったりしているのであれば問題ないのですが、制度として派遣というのはきちんとありますので、その制度の趣旨にのっとった推移になるように今後とも努力をしていただきたい。だから、そこに何かしらの乖離、制度が十分に徹底していない、あるいは周知されていないために起こっているような状況がないのであればそれでよろしいので、今後ともそういう点に注意して運営をしていただきたいと思います。

　２点です。どうもありがとうございました。

【田付部会長】　　ほかに何かご意見がありましたら。ご質問でも。せっかく寒風の中を来ていただいたのですから、労働者側から一言。佐藤さん。

【佐藤委員】　　全港湾の佐藤と申します。

　１９、２０、２１と産別パトロールということで、港湾倉庫を中心にパトロールをやってまいったところなのですけれども、特に最近感じているのは、フロント部分は必ず港湾労働者証を持っている方々、要するにワッペンを張った方々が就労しているのですが、ただ、その中でコンテナの中で作業をしている方が直接雇用という形で、これは違法とは言えないのですが、ただ、あまりにも少し目についたものですから、この辺のところは港湾労働者の職域としてぜひ企業の方も考えていただいて、そういう形でほかのところからの派遣は常用のところでやっていただきたいというふうに考えています。

　あと、ＰＳカードの問題なのですが、今、ＰＳカードが発行されて、実質いろいろな問題を抱えながらやっているとは思うのですが、実際に運用されていないというところが特に東京港の中ではあって、その辺の考えを少しお聞かせ願いたいというところで、質問としてさせていただきたいと思います。

【田付部会長】　それでは、最初のご質問は使用者側からお答えいただけばいいですか。どなたか。それでは、城田委員、よろしくお願いします。

【城田委員】　　労働側の委員は特にご承知の上での質問だとは思うのですけれども、違法なことはもちろんのこと、合法だといってもあまりいびつなことを続けていくと、これは当然、労働側からのチェックも入りますし、また我々、業にとっても自分で自分の首を絞めるようなことになるので、これまでも制度やいろいろな問題点はともかくとして、労働力の適正な活用が我々の生命線なので、現状も、また今後ともご意見の趣旨に沿ったことをやっていきますし、またやっていかなければ業として成り立ちませんので、その辺はご承知とは思うのですが、改めて申し述べさせていただきます。それでよろしいですか。

【佐藤委員】　　はい。

【田付部会長】　　ありがとうございました。よろしゅうございますか。

　それでは、次のＰＳのほうは。よろしくお願いします。

【上林山委員（多羅尾委員代理）】　　ＰＳカードの件についてご説明させていただきます。

　ご案内のとおり、国の制度として新しくＰＳカードが導入されるということではございますけれども、東京港も準備を進めているところでございます。ただ、詳細な運用等については現在調整をしておりますし、またこれまでもいろいろな形で使用者の方、労働者の方にご説明差し上げてございます。実際の運用に当たりましては、さらに詰めて、またしっかりとご説明をさせていただきたいと思っておりますので、今後ともしっかりやらせていただきたいと考えてございます。

【田付部会長】　　ということで、まだ実際に動き出してないようですが、よろしゅうございましょうか。

　ほかに何かご意見。

【藤村職業対策課長】　　１点加えさせていただきたいのですが、先ほどの港湾倉庫の関係については、品川所がパトロールを計画的に実施しておりまして、ここは事業主の皆様方にもご協力いただいているところです。実はこの中にも港湾労働法が適用されるべき倉庫という部分で、私どもも品川所が中心となって計画に組み入れているということをご報告申し上げます。

【田付部会長】　　ありがとうございました。それでよろしゅうございますか。パトロールの区域とかはご確認なさらなくていいですか。

【佐藤委員】　　はい。

【田付部会長】　　それでは、どうもありがとうございました。

　ほかにご質問、ご意見ありましたら。いかがでしょうか。

　少し時間がありますので、私から１点お伺いしたいのですが、先ほど藤村課長からのご説明で、３０歳未満の労働者が１年間で平成２３年よりは増えていると。若年層の確保が課題であることは変わりないというご説明でしたが、若干なりとも若返りが進んでいるというのは、今までのどのような施策の効果があったとお考えなのでしょうか。

【藤村職業対策課長】　　どのような施策がどうと言われますと非常に答えづらい部分があるのですが、先に数字のほうから。３０歳未満の一昨年、２３年１２月の率が１４.８％、ここが１年で１７％と、結構若年労働力が入っているという実態がございます。ただ、ハローワークから港湾労働事業のほうへご紹介というのは非常に難しい部分もあるのですが、先立、私どもの安定部長がご説明しましたとおり、ここ２年、新卒を含めた若年の雇用対策を、私ども行政のほうでハローワーク１７所を含めて打っております。そこら辺も含めますと、これから２５年度本予算が成立すると、若年層の雇用に向けた企業にいろいろ訓練を含めてキャリアアップをお願いしていくという状況になりますので、ここは今後も私ども若年労働力の確保という部分では、港湾労働対策だけでなくて、期待していきたいと考えております。

【田付部会長】　　ありがとうございました。去年の暮れにハローワークに見学に行きましたら、若年労働対策というのは４０歳までということで、随分枠が広いんですね。そこら辺のところで３０歳未満とは限らなくても、もう少し枠を広げてハローワークと連携していくと、相当そこは深刻のようですので、訓練して港湾の仕事に就こうという人も見つかるのではないかという気が少しして見ておりました。よろしくお願いします。

　ほかに何かご意見ありますか。よろしゅうございますか。

　それでは、予定の時間にまだ１０分ありますが、これをもちまして審議を終了させていただきます。どうもありがとうございました。

【佐藤職業対策課長補佐】　　田付部会長、ありがとうございました。

　本日は委員の皆様方には大変熱心なご審議をいただきました。誠にありがとうございました。本日いただきました貴重なご意見につきましては、今後の港湾労働対策に反映させてまいりたいと思っております。今後とも職業安定行政の運営につきましてご理解、ご協力を賜りますようお願い申し上げます。

　それでは、これをもちまして閉会とさせていただきます。皆様、ありがとうございました。

――　了　――
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